
 平成２７年度の一般競争入札において「ネットワークの安全・信頼性対策に関
する調査」（落札者：(株)三菱総合研究所、構成員：内田真人座長(千葉工業
大学)・主要電気通信事業者等）を調達。

 本調査研究の一部として、平成22年度から26年度までの５年間に発生した日本
国内における四半期報告対象の電気通信事故の発生内容、発生原因等の推移に
関する調査・分析を実施。

 本資料は、上記内容の概要を取りまとめたもの。

【資料３‐４ ‐１】
平成27年度 ネットワークの安全・信頼性対策に関する調査 報告書（概要）

（平成22～26年度の四半期報告対象の電気通信事故に関する調査・分析部分を抜粋）
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① 月別の分析
1‐1 ７～８月にピーク。加入者系ケーブル等の伝送路設備の自然災害・自然故障が影響。
1‐2 伝送路設備の故障増加は１～３月にも見られる。

図２ 故障設備毎の月別事故発生件数（他社要因の事故を除く）
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図１ 発生原因毎の月別事故発生件数（他社要因の事故を除く）
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報告書引用箇所：・P144 2.8(2)①の記載内容、・P34 図2‐37、・P26図2‐29

２平成27年度 ネットワークの安全・信頼性対策に関する調査 報告書（概要）
（平成22～26年度の四半期報告対象の電気通信事故に関する調査・分析部分を抜粋）



② 事業者種類別（登録事業者、届出事業者）の分析
2‐1 他社要因を除くと事故件数の約７割が登録事業者。
2‐2 届出事業者の方が小規模の事故が多いのと同時に、大規模な事故の比率も高い。
2‐3 届出事業者の事故は長時間化する傾向。
2‐4 届出事業者の事故の発生原因はソフトウェア不具合・異常トラヒックの事故比率が高い。
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図３ 影響利用者数（他社要因の事故を除く） 図４ 継続時間（他社要因の事故を除く）

(n=5,942)

(n=16,158)

(n=22,100)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

届出電気

通信事業者

登録電気

通信事業者

全体

30分未満 30分以上1時間未満 1時間以上1時間30分未満 1時間30分以上2時間未満

2時間以上5時間未満 5時間以上10時間未満 10時間以上

(n=5,942)

(n=16,158)

(n=22,100)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

届出電気

通信事業者

登録電気

通信事業者

全体

ソフトウェア不具合 異常トラヒック 火災

自然故障 自然災害 人為要因

第三者要因 停電 その他

図５ 発生原因（他社要因の事故を除く）
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報告書引用箇所：・P143 2.8(1)②の記載内容、
・P46 図2‐56、・P47図2‐58、・P52図2‐66

３平成27年度 ネットワークの安全・信頼性対策に関する調査 報告書（概要）
（平成22～26年度の四半期報告対象の電気通信事故に関する調査・分析部分を抜粋）



③ サービス種類別の分析
3‐1 音声サービスの事故比率は3割弱(13,833件)、データ通信サービスの事故比率は6割(26,219件)。
3‐2 IP電話、固定アクセス、固定インターネットの事故件数は減少傾向。
3‐3 移動系サービスが長時間化・大規模化の傾向。
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図６ 音声サービス種類別の経年推移（他社要因の事故を除く）
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図７ データ通信サービス種類別の経年推移（他社要因の事故を除く）
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図８ 影響利用者数（他社要因の事故を除く） 図９ 継続時間（他社要因の事故を除く）
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報告書引用箇所：・P143 2.8(1)③の記載内容、・P58 図2‐74、・P60図2‐78 、・P62 図2‐81、・P63図2‐83

４平成27年度 ネットワークの安全・信頼性対策に関する調査 報告書（概要）
（平成22～26年度の四半期報告対象の電気通信事故に関する調査・分析部分を抜粋）



④ 発生時刻別の分析
4‐1 全体として昼間の事故が多い。
4‐2 長時間の事故は15～18時をピークに昼間から夜間にかけての事故が多い。
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図１０ 発生時刻と継続時間（他社要因の事故を除く）
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報告書引用箇所：・P143 2.8(1)④の記載内容、・P87 図2‐116

５平成27年度 ネットワークの安全・信頼性対策に関する調査 報告書（概要）
（平成22～26年度の四半期報告対象の電気通信事故に関する調査・分析部分を抜粋）



⑤ 影響利用者数・継続時間による区分別の分析
5‐1 重大な事故は、昼間（特に9～15時）の発生比率が小さく、夕方～夜（特に15～21
時）の発生比率が比較的大きい。

5‐2 移動系サービスは事故の長時間化の傾向があり、大規模事故が発生すると、重大
な事故になり易い傾向。
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図１１ 発生時刻別の区分別の分析（他社要因の事故を除く）
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報告書引用箇所：・P144 2.8(1)⑤の記載内容、・P134 図2‐188 、・P136 図2‐191

６平成27年度 ネットワークの安全・信頼性対策に関する調査 報告書（概要）
（平成22～26年度の四半期報告対象の電気通信事故に関する調査・分析部分を抜粋）



⑥ 重大な事故区分の違いによる変化（平成27年度からの新区分との比較）
6‐1 データサービス（その他）の事故は、従来区分に対して新区分の件数は半分程度に
減少。

6‐2 上記以外のサービスはいずれも増加。特に、移動アクセス、携帯電話の増加分が
1.5倍程度と比較的大きく、継続時間1時間以上2時間未満で影響利用者数の大きい事
故が他のサービスと比較して多いと考えられる。
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報告書引用箇所：・P138 2.7(1)の記載内容、・P138 図2‐193 、・P140 図2‐195

従来区分は2時間3万以上

７平成27年度 ネットワークの安全・信頼性対策に関する調査 報告書（概要）
（平成22～26年度の四半期報告対象の電気通信事故に関する調査・分析部分を抜粋）


